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地区環境についての関連意見として､両地区とも｢自動
車の騒音や振動｣、「路上駐車の増加｣、「アパートやマン
ションの増加｣があげられ、戸板地区では｢深夜営業の店
舗の騒音｣、「住宅と工場等の混在｣、若鈴地区では｢ゴミ出しのマナー｣、「戸建て住宅とアパートの混在｣、「住宅
と農地の混在｣に対して問題があるとの言及がみられた。
(3)定住意識
定住意識についてみると（表-11)、「住み続けたい」が
戸板地区で２８％であるのに対し、若鈴地区で７０％と４２
ポイント高い。また、若鈴地区で「住み続けたい」と回
答した７１世帯の居住地区選定理由についてみると、約２
割の世帯が「地区計画で良い街並みが形成されているか
ら」と地区計画を評価して入居してきている。
表-11定住意識 世帯(船）
表-13隣地に望まない建物用途世帯(粥）
＝ｌ建設不可項目
６．おわりに
区画整理施行地区における地区計画の導入実態では、
導入地区は増加しつつあり、施行主体別では組合が７２％、
用途地域では住居系のみ地区が49％と多く、また、７７％
が1995年ＤＩＤ外の新市街地整備である｡規制項目では
4～6項目の設定地区が７３％と最も多く、「用途、敷地面
積､壁面位極｣の３項目を基本として設定している地区が
過半数を占めていることが明らかになった。
全国自治体調査からみた区画整理施行地区における
地区計画の運用実態では、まず導入時における行政と住
民（主に地権者）の関係では、行政発意が約８割、原案
作成も行政主導が約６割と多い。導入時と区画整理の進
捗段階との関係では、仮換地前や仮換地とほぼ同時が約
５割と多く、住民の少ない段階で導入されている。規制
メニューの設定は約５割が行政独自で行っており、現行
メニューは約８割が問題ないとしているが、問題ありも
２０％あり、その理由はメニューの内容が不十分で、追加
が出来ないとしている。運用では、「届出が徹底されてい
る｣や、「地区計画が良好な市街地形成に機能している」
との評価が９割以上ある。今後のあり方では、地区計画
だけでは十分な規制誘導が行いにくいことから地区計画
と建築協定等の併用や規制メニューの充実、運用管理で
は地元組織と行政の協働を求めている自治体が多く存在
することなどが明らかになった。
事例地区における居住世帯調査からみた地区計画の評
価では、まず住宅自体及び住宅周辺の地区環境からなる
居住環境評価では､導入地区の方が全項目で評価は高く、
また、ミニ開発地が防止されている。定住意識でも、導
入地区の方が未導入地区を大きく上回っている。規制に
対する意識では、導入地区の方が必要性を高く評価して
いるが、未導入地区でも約８割が必要としている。認知
度では、導入地区の方が高いものの、半数以上がその存
在を知らない。規制内容に対する意識では、導入地区に
おいて、居住者と地権者の利害に一致していない面があ
ることなどが明らかとなった。
以上の実態調査や事例調査の結果に基づいて、郊外型
（４）地区レペルの規制に対する意識
規制に対する意織についてみると（表-12)、若鈴地区
では９８％が規制は「必要」としているのに対し、戸板地
区では７７％と２１ポイント少ないが、戸板地区でも約８
割の世帯が規制は「必要」であるとしている。一方、そ
の策定主体は、いずれも｢行政十住民｣が最も多い。
表-12地区ﾚﾍﾟﾙの規制の必要性に対す轤議）
（５）地区計画の認知
認知状況についてみると、若鈴地区の方が戸板地区に
比べて認知度が全体的に高くなっているものの、若鈴地
区でも５２％の世帯が施行地区における地区計画の存在
を知らず、地区計画の認知度は高いとは言えない。
（６）規制内容に対する評価
若鈴地区の規制内容に対しての評価をみると(表-13)、
隣地に望まない建物用途は、約半数の世帯が、当該敷地
において建設可能である「集合住宅」を隣地に望まない
としている。なお、若鈴地区では、地区計画を策定する
際に戸建住宅と集合住宅の混在の是非が検討されたが、
地権者の土地活用を優先し混在を容認した経緯がある。
このように、居住者と地権者の利害が規制内容に反映さ
れていないものがあることが明らかになった。
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区画整理施行地区における地区計画の課題をまとめると、
まず居住者の少ない時点で地区計画を導入する地区が多
く、また、その導入発意や原案作成は行政主導が多いな
ど、住民参加を基本とする地区計画の主旨は十分に反映
されていない。地権者が受け入れやすく比較的緩い規制
内容は、居住者からみれば十分に満足されるものではな
く、地権者と居住者の意向に期鰭が生じていると考えら
れ、策定手法の改善や見直し等の工夫が必要である。地
区計画は、良好な市街地形成に機能しているとの評価は
高いが、規制メニューの内容の充実や、建築協定などの
併用、さらに住民主体のまちづくり組織と行政の協働に
よる策定・運用・管理面での工夫が求められている。導
入地区は、居住環境評価や定住意識が高いものの、地区
計画の存在はあまり知られておらず、住民間の認知を高
めるための工夫が必要である。未導入地区は、1970～９９
年に事業認可された地区の８６％あり、こうした地区にお
いても何らかの規制誘導の必要性が求められていること
から、地区計画や住民協定などの導入が必要である。
最後に提案として、第一に今後とも郊外型区画整理施
行地区において地区計画の導入が望まれるが、導入時は
居住者も少ないことから、一次的に必要最小限の規制内
容としておき、一定の居住者が定住した時点で住民参加
による地区計画の内容見直しや、維持迎営組織づくりを
行うようなシステムが求められる。第二に地区計画の規
制内容の設定については、地権者の利益を追及した土地
活用という視点を主にするのではなく、その土地活用と
居住者の居住環境の充実が両立するような対象地区の市
街化目標を設定すべきであり、戸建て住宅や共同住宅を
分離するなどの工夫が求められる。第三に規制メニュー
方式については、一定の評価は得ているが、運用におい
ては類似項目が設定されており、地域の独自性を発押し
た地区は少ないことから、今後は、具体的な市街地像を
住民参加のもとに明碓にした上で、地域特性を踏まえた
メニューの弾力的運用を可能にするような制度面の見直
しが求められる。
計画の導入地区数について、金沢市と同規模（人口３０～５０万人）の県
庁所在地１７都市平均を比較すると、金沢市は各々１６地区、８地区に対
し、１７都市平均は各々12.7地区、0.8地区であり、金沢市はいずれも
多い。
（５）都市計画年報（平成12年度版、都市計画協会)、地区計画の手引
（平成１２年、ぎようせい)、区画整理年報（平成１２年度版、（財）区
画整理促進機構）のデータを元に集計・分析している。
（６）３７１自治体は、「地区計画の手引き」（2000年、ぎようせい）にお
いて、区画整理を動因とする地区計画導入地区を有する自治体である。
また、三大都市圏が４９％、地方都市が５１％であり、１～２０万の中小都
市で全体の６６％を占める。
（７）全国自治体調査は、2002年３月に実施し、郵送配布・回収方式で
行った。回収率は90％であり、内容は、地区計画の適用状況、導入時
の状況、規制内容、運用、役割と今後の展望等からなる。
（８）金沢市は、1999年１月末現在で組合施行１１５地区、個人・共同施
行70地区、公共施行７地区を施行ｃ認可している。
（９）若鈴地区の地区計画は、1991年４月に都市計画決定され、５年後
の1996年４月に－部改定されている。金沢大学の門前街づくりを目指
しており、規制内容は、用途の制限（風俗、倉lilI、自動車教習所等を
禁止)、容積率の最高限度(20/10,8/１０等)、建蔽率の最高限度(6/10,
5/１０等)、敷地面積の最低限度（200㎡)、壁面の位樋の制限（道路境
界から３ｍ、２ｍ、隣地境界から１ｍセットバック等)、述築物の高さの
最高限度(20ｍ、１５ｍ、１２ｍ等)、形態又は意匠の制限（勾配屋根等)、
垣又はさくの構造の制限の８項目から１１W成されており、用途地域の指
定状況に応じて５地区（センター地区、サプセンター地区、沿道サー
ビス地区、一般住宅地区、低層住宅地区）に区分されている。
（10)2001年１２月に実施し、各地区における戸建住宅に居住する全世
帯を対象とし、調査票留腿方式で行った。鯛査の内容は、世帯風性、
入居時期、敷地面積、居住環境評価、定住意織、コミュニティ意識、
用途地域及び地区計画の一般的認知状況、地区計画の規制内容に対す
る認知と意蛾、地区レベルの規附Ｉに対する意識竿からなる。
（11）ヒアリング調査の内容は、地区計画の導入経綿、規制内容ｓ運
用実態、今後の展望等である。
（12）新市街地における区画耀理施行地区を対象とした綱査であるた
め、ここでの住民とは主に地権者を指す。
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補注
（１）埒ら5)と同様に、仮換地時点以降に街区・画地の細分割が行われ
ている個所を「区画整理地区内ミニ開発地」とする。
（２）本論文では、地権者は施行地区内に土地所有権等を有する者であ
り、居住者は区画整理の事業開始後に入居してきた者とし、住民はそ
れらを総称して使用している。
（３）本舗文では、事業認可時点でＤＩＤ外の施行地区を郊外型と定義
する。1970～９９年に事業認可された６９２２地区の内、郊外型が７０％、
非郊外型が２３％、不明が７％存在し、区画整理地区に地区計画が導入
された941地区の内、郊外型が64％、非郊外型が３６％存在する。
(4)1970～99年に事業認可された郊外型区画整理施行地区数及び地区
210 
